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行政運営 １ 
市民力発揮をささえる市役所 

(1) 様々な担い手とつくる公共  

 

 

 
 

 
 

現状と課題 
 

 市民のニーズや地域の抱える課題が多様化･複雑化

する中で、自治会町内会、市民活動団体、NPO 法人、

大学、企業等、様々な担い手と行政、また担い手同

士が、互いの知恵や工夫を出し合い、限られた資源

を活用しながら、これまで以上に連携して地域課題･

社会的課題の解決に取り組んでいく必要があります。 
 身近な地域･元気づくりモデル事業や地域福祉保健計画の策定などを通して地域の課

題解決に取り組むなど、各地域で市民主体の地域運営に広がりが見られます。これら

の市民主体の地域運営を継続し、さらに広げていくためには、担い手不足の解消や、

活動場所･活動資金の確保などが求められています。 
 様々な担い手同士の連携を進めていくためには、

職員一人ひとりのコミュニケーション力やコーデ

ィネート力の向上等、人材育成が必要です。 
 

取組の方向 
 

 コミュニケーションの充実、適切な責任分担、人材育成及び庁内連携の強化等により、

様々な担い手と行政の連携事業を推進していきます。 
 様々な担い手の、より主体的な参画や発意を求め、様々な担い手と行政がそれぞれの

知識やノウハウ、資源などを最適な形で組み合わせ、効率的かつ持続的に優れた公共

サービスを提供します。そのために、指定管理者制度※1、PFI※2、広告事業･ネーミン

グライツ※3などの公民連携手法を改善･継続して活用していきます。 
 
※1 指定管理者制度:15 年 9 月に地方自治法が改正され､公の施設の管理に指定管理者制度が導入されました。それまで､公の施設の

管理を地方自治体が外部に委ねる場合は､相手先が市の出資法人や公共的団体などに限られていましたが､指定

管理者制度の導入により､市会の議決を経て指定された民間事業者を含む幅広い団体(指定管理者)に委ねるこ

とができるようになりました。 
※2 PFI(Private Finance Initiative):公共施設等の建設･維持管理･運営等に､民間の資金･経営能力および技術的能力を活用する事

業手法。 

※3 ネーミングライツ:契約により､市の施設等に愛称として団体名､商品名等を付与させる代わりに､当該団体等からその対価を得

て､施設の持続可能な運営に資する方法。 

◇ 様々な担い手と行政の連携を強化し、地域の活性化や公共サービスの向上、

事業機会の創出等、地域課題･社会的課題が解決されています。 

行政 企業
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自治会町内会
市民活動団体

【図１：担い手の多様化】
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【図１：担い手の多様化】

【図2：協働が増えていると感じる職員の割合】
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資料:職員満足度調査(20 年度) 
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達 

成 

指 

標 

指 標 直近の現状値 目標値(25 年度) 所管局 

① 
公民連携窓口に寄せられた
提案のうち実現した件数 

24 件 
(20～21 年度)

100 件 
(22～25 年度) 

共創推進 
事業本部 

② 

職員満足度調査で｢市民と
共に取り組む仕事(協働)が
増えている｣と感じる職員
の割合 

61.8％ 
(20 年度) 

70％ 市民局 

 

目標達成に向けた主な取組 
 

１ 総合的な地域運営情報の提供 所管局 全区､市民局 

参加と協働による地域自治の支援に向け、関係区局の連絡会議「（仮称）地域支援会議」を設

置し、地域人材情報、地域拠点になりうる公有地情報、コミュニティビジネスの成功事例など、

地域活動に有益な情報･ノウハウを、本市として体系的に把握し、地域に提供していきます。 

直近の現状値 21 年度末: ― 
 
２ 課題解決に取り組む団体への支援 所管局 全区､市民局 

各区の市民活動支援センターは、横浜市市民活動支援センターと連携しながら、区内の市民

活動団体や NPO 法人からの相談機能を果たすとともに、地域での活動を担う人材の育成やコー

ディネート機能を強化し、自治会町内会、市民活動団体などの連携支援を行います。 

また、市民や企業の寄附からなる横浜市市民活動推進基金（よこはま夢ファンド）を活用し、

NPO 法人に資金的な支援を行っていきます。 

直近の現状値 
21 年度: 市民活動支援センター（市･区版合計）の相談件数 28,082 件 
ファンドの寄附金 109 件・約 2,450 万円、助成金交付 19 団体・約 687 万円  

３ 公民連携窓口機能の充実 所管局 共創推進事業本部

民間からの様々な提案を容易にするための窓口を開くとともに、公民連携の相談・提案に応

じて、様々な担い手と行政との連携を全庁的に推進していきます。 

直近の現状値 20～21 年度:民間からの提案件数 136 件(そのうち実現化 24 件) 
 

４ 公民連携の人材育成と PR 所管局 共創推進事業本部

公民連携の概念や具体的な手法･事例を伝える職員向けのセミナーや、民間と行政が交流する

フォーラムの開催などの民間とのコミュニケーションにより、公民連携の取組を活性化し、新

たな公共的価値の創出を図ります。 

直近の現状値 
20～21 年度:共創アクションセミナー参加者数 約 1,100 人 

共創フォーラム参加者数 約 1,850 人 
 

５ 指定管理者制度と PFI の着実な運用と継続的な改善 所管局 共創推進事業本部

公の施設の効果的な管理運営により、公共サービスの向上を目指し、指定管理者制度のより

適正な運用を進めます。また、公共施設の整備、運営、維持管理等を確実かつ効率的に進める

ため、PFI の導入を進めるとともに、より円滑な運用に向けた改善を進めます。 

直近の現状値 21 年度末:指定管理者制度導入件数 938 件、PFI 導入事業件数 8 件 
 

６ 広告事業･ネーミングライツの着実な推進 所管局 共創推進事業本部

民間と行政が相互に効果を持つ手法を工夫･改善し、広告事業・ネーミングライツや様々なタ

イアップ事業などについても取組を進めていきます。 

直近の現状値 21 年度決算歳入額:広告事業約 1億 5,100 万円、ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ 5 億 7,900 万円  
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財政運営 ４ 保有資産の戦略的な有効活用 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

現状と課題 
 

 施設整備の進展や社会経済情勢の変化等に伴い土地を活用する事業が減少し、本市に

よる活用だけでは資産活用の効果が十分に発揮できません。 

 不要な代替地等については、公募売却を進めてきましたが、近年、成約率が低下して

います。 

 

  

1 先行取得事業用地処分  

  21 年度末保有量を 14 年度末対比 34％縮減 

    （14 年度末 295.9ha→21 年度末 196.6ha） 

2 代替地等売却 

387 区画、186 億円の民間売却（14～21 年度） 

3 学校後利用促進 10 校の方針・計画決定済 

 

 

取組の方向 
 

 市が保有する土地等の利活用の状況について、全庁的な「資産たな卸し」を実施し

て総合的な視点から把握します。 

 土地・建物が適正な手続で利活用されているか、更なる有効活用が図れないか、財産

管理の視点からチェックしていきます。 

 保有する土地等の資産の価値を客観的な指標により判断し、将来的な利活用の方向

性を明確にします。 

 公民連携による保有土地の活用や行政財産の余裕部分等の活用、用途廃止施設の利活

用、土地の売却・貸付など、資産の多様な有効活用を進めます。 

◇市が保有する土地等の的確な状況把握がなされ、市が保有する必要があるも

のは有効活用が進むとともに、一部不要なものの売却・貸付等により、財源

の確保に寄与しています。 

◇資産経営の視点に立って資産活用を検討し、様々な地域課題の解決にも寄与

できる、土地や建物の有効活用が図られています。 

本市保有土地合計は市域面積43,550haの22.7％です。

 

〈参考 2：本市保有土地の状況（20 年度末）〉 〈参考１：これまでの主な取組と成果〉 
※21 年度末現在 

目標 

用途等 面積

先行取得資金で保有する土地 事業用地 186.8ha
（事業予定地等） 代替地 20.8ha

行政施設　等

(学校、道路、公園、

公営住宅　ほか)
未利用 49.0ha

41.5ha
393.6ha

9,903.0ha
企業会計（下水、水道、交通等）等で保有する土地

合           計

一般会計で保有する土地
9,211.3ha

特別会計（市場、と畜場、墓園等）で保有する土地
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達 

成 

指 

標 

指 標 直近の現状値 目標値(25 年度) 所管局 

① 資産活用基本方針 策定 具体化 

総務局 
 

全庁的な資産の把握と情報の

共有化 
計画策定 

建物を含む全資産で

実施 

行政財産の余裕部分等の活用 検討 実施 

用途廃止施設の利活用 
14 施設 

（18～21 年度）

10 施設以上 

（22～25 年度） 
 

目標達成に向けた主な取組 
 
１ 土地・建物情報の総合的把握に基づく有効活用推進 所管局 総務局 

 「横浜市資産活用基本方針」に基づき、保有する土地・建物の公共性・有用性等を総合的に

把握した上で、地域の課題解決等、最も効果的な活用手法の検討を進めます。さらに、さまざ

まな公共施設の余裕部分の利活用や管理のあり方について、庁内における課題を検討します。

直近の現状値 21 年度：保有土地情報の一元管理と効果的な利活用の検討 
 

２ 財産管理の適正化 所管局 総務局 

土地・建物が当初の目的どおり適正な手続で利活用されているのか、更なる有効活用が図れ

ないかなどについて、各所管区局においてセルフチェックを行うとともに、全体的な適正化へ

の取組を経常的に行います。 

直近の現状値 21 年度：公有財産の適正な管理のあり方を検討 
 

３ 民間事業者のノウハウを活用した資産活用の推進 
所管局 共創推進事業本部

総務局 

地域のニーズを踏まえ、より有効な利活用について民間事業者との対話を行い、事業提案を

公募するなど、民間事業者のノウハウをいかした新たな資産活用を進めます。 

直近の現状値 21 年度：公民連携による新たな資産活用のモデル化検討 
 

４ 土地・建物管理システムの拡充 所管局 総務局 

保有する土地・建物の有効活用及び管理の適正化を図るため、職員であれば誰でも公有財産

台帳の情報を閲覧でき、また、財産を所管する区局が直接データを更新できる全庁的なネット

ワークシステムに機能拡充していきます。 

直近の現状値 21 年度：公有財産台帳システムの運用（特定職員のみ） 
 

５ 用途廃止施設の後利用の推進 所管局 総務局 

 用途が廃止された市民利用施設や学校の後利用を継続して進め、最適な活用を図ります。 

直近の現状値 21 年度末：用途廃止施設 14 施設の後利用を決定 
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